
平成２８年２月県議会定例会質問（一般）要旨 （３月４日）

４－１

未 来 ネ ッ ト ３４番 髙 野 光 二

要 旨 答 弁 者 担 当 課

一 観光による地域づくりについて 知 事 観 光 交 流 課

観光による地域づくりを推進するため、県を挙げて国内外

からの誘客に取り組むべきと思うが、知事の考えを尋ねた

い。

二 教育旅行について 観光交流局長 観 光 交 流 課

県は、震災学習をいかした教育旅行の回復にどのように取

り組んでいくのか尋ねたい。

三 減少傾向にある消防団員の確保について 危機管理部長 消 防 保 安 課

消防団へのＯＢ団員や女性の加入の促進について、県の考

えを尋ねたい。

四 原子力損害賠償について 原子力損害対策 原子力損害対策

担当理事 課

１ 被害者の早期救済の観点から、東京電力に対し、原子力

損害賠償紛争解決センターによる和解仲介案を全て受け入

れるよう強く求めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

２ 避難指示区域内の農林業の営業損害について、平成２９

年１月以降も賠償を継続するよう国及び東京電力に強く求

めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

３ 避難指示区域外の住民の精神的損害について、十分な賠

償を行うよう国及び東京電力に求めるべきと思うが、県の

考えを尋ねたい。



４－２

要 旨 答 弁 者 担 当 課

五 被災家屋の解体申請について 生活環境部長 一般廃棄物課

避難地域における被災家屋の解体申請について、国に柔軟

な対応を求めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

六 河川の維持管理について 土 木 部 長 河 川 整 備 課

県は、避難指示の解除が予定されている区域において、河

川の維持管理にどのように取り組んでいくのか尋ねたい。

七 営農再開について 農林水産部長 園 芸 課

避難地域等の営農再開に向け、ケナフ栽培の導入を支援す

べきと思うが、県の考えを尋ねたい。

八 除染について 生活環境部長 除 染 対 策 課

住民の生活環境の回復を図るため、除染の追加措置の実施

を国に求めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

九 モニタリングポストについて 危機管理部長 放射線監視室

県は、国のモニタリングポストの再編にどのように対応す

るのか尋ねたい。

十 県民健康調査について 保健福祉部長 県民健康調査課

県民健康調査のデータを学術研究目的のためにどのように

提供していくのか、県の考えを尋ねたい。

十一 災害関連死について 避難地域復興局 避難者支援課

長

県は、市町村が行う災害関連死の認定の審査にどのよう

に対応していくのか尋ねたい。



４－３

要 旨 答 弁 者 担 当 課

十二 常磐自動車道へのインターチェンジの設置について 避難地域復興局 避難地域復興課

長

常磐自動車道へのインターチェンジの更なる設置に向け

た取組状況と今後の方針を尋ねたい。

十三 民俗芸能の継承について 文化スポーツ局 文 化 振 興 課

長

県は、民俗芸能の継承にどのように取り組んでいくのか

尋ねたい。

十四 ＴＰＰについて

１ ＴＰＰ協定の締結により県全体で生じる主な影響につ 企画調整部長 企 画 調 整 課

いて、どのように見込んでいるのか尋ねたい。

２ ＴＰＰ協定の締結により影響が懸念される農業につい 農林水産部長 農 林 企 画 課

て、どのように対応していくのか、県の考えを尋ねた

い。

十五 高齢化が進む集落対策について 企画調整部長 地 域 振 興 課

県は、過疎・中山間地域の集落対策にどのように取り組

んでいくのか尋ねたい。

十六 結婚・子育て支援について こども未来局長 こども・青少年

政策課

結婚から子育てまで切れ目のない支援にどのように取り

組むのか、県の考えを尋ねたい。

十七 保健医療従事者養成施設の整備について 保健福祉部長 医療人材対策室

保健医療従事者養成施設の整備について、県の基本的な

考えを尋ねたい。



４－４

要 旨 答 弁 者 担 当 課

十八 看護及び介護等職員の育成と確保について

１ 県は、看護職員や介護職員の子育て環境の整備にどの 保健福祉部長 医療人材対策室

ように取り組んでいるのか尋ねたい。 高 齢 福 祉 課

２ 県は、相馬地方における福祉・介護人材の育成と確保 〃 社 会 福 祉 課

にどのように取り組んでいくのか尋ねたい。

十九 農業の振興について 農林水産部長 農業担い手課

県は、農地中間管理事業による農地の利用集積にどのよ

うに取り組んでいくのか尋ねたい。

二十 警察行政について 警 察 本 部 長 警 察 本 部

「なりすまし詐欺」の被害防止への今後の取組について

尋ねたい。

二十一 教育行政について 教 育 長 教 育 庁

県教育委員会は、総合教育会議を活用し、知事との連

携をどのように強化していくのか尋ねたい。


